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速   報 
 

労基法改正案成立の方向で審議始まる 
 

本日（11/18）午前に開催された衆議院厚生労

働委員会において、一定時間以上の時間外労働

に係る割増率の引き上げを主な内容とする労働

基準法改正案の審議が開始されました。同委員

会では即日可決し、直近の衆議院本会議でも可

決した後、参議院に送られる見通しとなってい

ます。 

来週には参議院厚生労働委員会での議論が行

われ、11 月末には参議院でも可決し、成立する

見込みが高まりました。参議院厚生労働委員会

では、津田やたろう議員が質問に立つ予定とな

っています。 

労働基準法改正案は、昨年来国会で継続審議

扱いとなっていましたが、与野党の協議による

修正案がまとまり、成立の見通しとなったもの

です。修正された改正案の主な内容は以下の通

りです。 

なお、本改正案の附則で、中小事業主には「当

分の間、適用しない」となっており、ＪＡＭと

してはこの点が問題であると考えています。津

田議員も、来週の厚生労働委員会でこの点を指

摘する予定です。 

 

政府原案 修正案 

第 37 条第 1項 

「ただし、当該延長して労働させた時間が一箇月

について 80 時間を超えた場合においては、その

超えた時間の労働については、通常の労働時間の

賃金の計算額の5割以上の率で計算した割増賃金

を払わなければならない」を追加 

第 37 条第 1項 

「ただし、当該延長して労働させた時間が一箇月

について 60 時間を超えた場合においては、その

超えた時間の労働については、通常の労働時間の

賃金の計算額の5割以上の率で計算した割増賃金

を払わなければならない」を追加 

過半数組合等との書面による協定により、時間を

単位として有給休暇を与える（年 5日以内）こと

ができる制度の創設 

原案通り 

施行日 

公布の日から 1年を超えない範囲 

施行日 

平成 22 年 4 月 1 日 
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